9月議会　一般質問　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　09.06.21：00
遅くなりました。申し訳ありませんが、2-4で質問を２問、（5）で国保の広域運用、（6）で農業の地方主権、そして最後に第３問を追加しました。追加分はすべて下線を引きました。ご検討ください。
-----------------------------------------------------------------------------------
１、政権交代時代の市政運営について

　これまでの日本政治は自民党一党優位体制が続き、（1993年8月から翌年6月までのわずか10ヶ月を除けば）自民党が一貫して政権を握り続け、そのもとでの地方政治の確立、発展、そして改革が行われてきました。

　しかし、第45回衆議院議員選挙で民主党が圧勝し、日本は政権交代という政治の大きな節目を迎えることになりました。それはそのままこれからの市政運営にも、市民生活にも直接影響してくることになります。
それでも衆院選の結果を受け、朝日新聞社が３１、１日に実施した緊急の全国世論調査によると、民主党中心の新政権に「期待する」と答えた人が７４％に達した。政権交代が起きて「よかった」とする意見は６９％、しかしまた、民主党政権が日本の政治を「大きく変えることができる」とみる人は３２％という結果。　また、目玉政策となった１人月２万６千円の子ども手当を支給して所得税の配偶者控除などを廃止することに賛成は３１％で、反対は４９％。
　高速道路を無料化して建設の借金は税金で返済することについては、賛成は２０％にとどまり、反対が６５％とかなり評判が悪い。民主党に投票した人でも５６％が反対だ。 つまり有権者の多くは、手放しで政権交代に期待しているわけではないということ。
　こうした時代の大きなうねりの中で、市民福祉の増進に向けて市政のかじ取りをどのように行っていこうとされているのか、伺いたい。

（1）市長は、民主圧勝、自民大敗、そして政権交代という今回の衆議院選挙の結果をどのように受け止めておられるのか、伺いたい。

（2）今回の衆院選の特徴の一つに全国知事会や指定市長会が各党のマニフェスト、特に地方分権改革に関する評価などで積極的な発言や関わりが注目された。市長はこうした首長の動きをどのように認識されているのか伺いたい。

（3）今回の衆院選の争点になった「地方分権」、そして「新しい国の形」を探る意味からも「道州制」がクローズアップされました。市長は地方自治の将来、地方主権の確立、国の形をどのように認識されているのか伺いたい。
<<　第二問　>>（1）、（2）、（3）まとめて
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奇妙な選挙だったなあと実感する選挙でした。確かに漢字が読めなかったり、酔っ払い記者会見があったにしても、麻生政権が大きな失政をしたわけではない。かといって民主党が何か強力な政策を打ち出していたわけでもない。国を2分するような政策論争がおこなわれたわけでもありません。ただむき出しの政権交代の可否が争われるという何とも「わかりやすい」選挙でした。
　それで、このような選挙結果を生みだした要因は何か。そこに「小選挙区比例並立制」という選挙制度の問題点があるのではないかと思います。

92年豊橋市議会海外視察団の一員でイギリスで学ばせていただいた労働党と保守党の歴史、97年1月アメリカで学ばせていただいたアメリカの民主党と共和党の二大政党の在り方、そこには階級や宗教や人種など長い歴史のバックグラウンドの積み重ね、そういう伝統が英米の二大政党政治には貫かれていることを学びました。

しかし、日本の場合は、二大政党といってもそれぞれを支持する人がさほど変わらない。本質的な違いのない小選挙区二大政党は、つねに51対49の勝負を制するために、ポピュリズムの政策を打ち出したがる、というより打ち出さなければ勝つことはできない。ここに「小選挙区の罠」があるように思えてなりません。
具体的にいえば日本の内なる最大の課題は財政問題であることは論をまたない。その上、日本経済に再びの高度経済成長が来ないことは明白。ゆえに何かを充実するならば、何かを削ること、さらには新たなる負担を求めることが当然だ。これからの政治は「痛み」を堂々と語るのでなければ虚構ではないだろうか。しかし、どの政党のマニフェストを見ても負担増を堂々と主張しているところはない。これをポピュリズムと言わずして何と言おうか。
今回の総選挙では、自民党が「景気回復後の消費税アップの議論を持ちだすと、民主党が「4年間は消費税を上げない」と宣言して、「幼児教育の無償化」には「子ども手当」、「土日祭日1000円走り放題」には「高速道路無料化」。挙句の果ては先進国で最悪の800兆円を超える借金を作りだした事を棚に上げて「財源なきバラマキだ！」と批判合戦。

これが繰り返されれば、小選挙区比例並立制度のもとで、成熟した二大政党が日本に定着するどころか、選挙の度に、「誰がやっても変わらない」という意見が上位を占め、借金ばかり増えて、この国を危うくするのではないかと考えます。官僚として、政治家として、市長として小選挙区選挙を見、関わってこられて、意図することがあれば伺いたい。
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　今回の衆院選では「脱官僚」「脱霞ヶ関」が叫ばれ、政権交代では自民党時代に長く続いた官僚に依存した政策運営から、政治家が政策を運営する「政治家主導の政治」への転換が行われようとしています。本当に脱官僚依存が実現できるかどうか、国民は注視しています。その形がしっかりみえないと「脱官僚」「脱霞ヶ関」といわれても、国民にはわからないからです。
　霞ヶ関の官僚から、政治家に転身された市長はこうした動きをどのように認識しておられるのか、意図するところを伺いたい。
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「脱官僚」「脱霞ヶ関」そして「地方主権」「政権交代」という時代の流れから、どうしても理解できないのは、市長が公約に掲げている「東京事務所問題」です。

過日の総務委員会では全委員がこの問題に質疑し様々な角度から質疑されました。私も「今までの豊橋市政のなかで東京事務所がなかったがゆえに的確な情報がキャッチできずに財源確保や制度設計が遅れたと意識された具体的な事例は、例えばどんな事か」とお尋ねしても、明確な答弁が返ってこず、今イチ、東京事務所設置の必要性を理解できませんでした。

また、衆院選での全国の首長の積極的な発言や関わりという面からいえば、9月1日の中日新聞の社説は「『民主新人が当選しても霞ヶ関とかかわりがなく役にたたない』と豊橋市長は発言したが、官僚主導からの脱却を目指す民主党政権になれば、自民党の国会議員を窓口に中央官庁に陳情する手法も変わらざるを得ない」とありました。

　この8/3の記者会見での発言問題では、投開票が終わった翌8/31の朝には森本事務所に出向かれ、9/2の市民文化会館での行事で握手している写真が掲載されていました。ともに大人の対応であったと認識しています。

しかし、8/31の森本事務所での模様を伝えた新聞記事の中に「政策や制度について誰に相談すればよいのか、どこに行けば情報を得られるのか。こっちが指導する面も出てくるだろうと、国土交通省の官僚出身のプライドを見せた」とあります。立ち会っていたわけではないので真意をつかみかねますが、その発言の延長線上に浮かんだのはこの「東京事務所問題」であります。

市長の公約とされた東京事務所の発想はこのような官僚的発想から出てきているのではないかと思いましたが、意図するところがあれば伺いたい。
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　国への予算要望をまとめるために例年、7月中旬に開かれていた全国知事会議が今回ほど注目されたことはありませんでした。
国への要望中心だった知事会が各党のマニフェストを採点し、知事会のまとめる分権改革を取り入れるよう政党に「要求」したり、国の公共事業の一部を自治体が負担してきた直轄事業負担金を「納得できなければ払わない」と国に「拒否」する姿勢を見せたことです。政権選択をかけた今回の総選挙を地方分権推進の好機ととらえ、行動した事です。このことは多分に宮崎の東国原知事や、大阪府の橋本知事に引っ張られた可能性はありますが。
また、政令指定都市の意地を見せるように横浜・中田市長が火付け役となりマニフェストを地方分権改革を推進する視点から点数評価する動きもありました。
　いずれにしても今までなかなか議論されなかった、光があたらなかった地方分権・地方主権をめぐる多様な議論がなされて、地方のあるべき姿を探り求めるきっかけになったことは喜ばしい事実。
　①そこで全国知事会で分権論議の火種となった国直轄事業負担金制度について地方側は年間1700億円に上る国道や河川の維持管理部分の廃止を求めていまが、愛知県の場合、そして愛知県下の市町村の公共事業の中では具体的にどのような形で運用されてきたのか教えていただきたい。

　②また、マニフェストでは国の出先機関の原則廃止し、地方支分部局の事務を主に都道府県や政令指定都市に移管することで原則廃止し、国と地方の「二重行政」を解消するとしています。そのおおきな影響を受ける可能性がある国土交通省中部整備局。中部地方の道路や河川の整備の役割を果たし、積み上げてきた歴史があるわけですが、地方への権限移譲は逆に「地域レベルの格差を生むのではないか」という意見もあり、また道路や河川などは国、県、市で役割分担することは二重行政ではないという議論もあります。国土交通省中部整備局副局長を最後に退職された市長は、どのような考えをもっておられるのか伺っておきたい。

　③また答弁の中で中核市市長会副会長市として「地方自治体の窮状を訴え、安定的な財源確保が極めて重要であり、積極的な働きかけを行っていきたい」とありました。全国知事会でも「自治体の財政は破たんしている」としたうえで「地方消費税引き上げ」を「行革の努力」の条件付きで盛り込まれました。
新政権を担う民主党は地方消費税の拡充に言及していません。ムダの削減を優先し、「４年間で消費税を増税することは一切考えていない」とし、一方でマニフェストでは「消費税額の全額相当分を年金財源に充当する」としている。そして新たに設立する「行政刷新会議で全ての事務事業を整理し、基礎的自治体が対応可能な全ての事務事業の権限と財源を大幅に委譲する。『ひもつき補助金』を『一括交付金』に改め、地方の自主財源を増やすとされています。
本市の来年度の予算編成作業も始まるわけで、中核市市長会副会長市として、また市長としてこれら新政権の地方財政についての考え方に意図することがあれば伺っておきたい。
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　全国知事会が自民、民主、公明3党のマニフェストのうち、地方分権改革に関する評価結果を公表しました。国と地方の協議の場を法制化し、改革実現への仕組みを作ることや地方の税源充実などが採点基準でトップだったのが公明の66.2点。国と地方が対等な立場で協議し、地方側が一定の権限を持つ「分権会議」を設けるとし、更には国家像の明示と分権・自治体の位置づけについては「地域主権型道州制」の導入を主張したことが得点を押し上げました。
　「地域主権型道州制」とは国と地方の役割を厳格に分け、地域活性化や住民福祉、生活の安全確保など地方自治体が担うべき仕事は国の関与なしで立案から執行まで自力で支える制度です。その上で「新しい国のかたち」をつくる柱として道州制の導入を位置付けています。

　2000年4月施行の新地方自治法では「地方公共団体の役割と国の配慮」を明確にして、新地方自治法の眼目であり、地方分権の宣言ともいわれます。
新・地方自治法第１条の２は、国の役割として、（１）国際社会における国家としての存立にかかわる事務（２）全国的に統一して定めることが望ましい国民の諸活動に関する事務（３）地方自治に関する基本的な準則に関する事務（４）全国規模・視点で行わなければならない施策・事業――と明記。さらに、住民に身近な行政はできる限り地方自治体に委ねることを基本とするとも定められています。
そこで伺いたいのは、今回のような政権交代が行われ、今後も絶えず政権交代が競われるような事になれば、国と地方の役割を「地方自治法」が示す通り明確にしておかなければ、もっといえば地方自治体が担うべき仕事は国の関与なしで立案から執行まで自力で支える地方主権制度が確立されなければ、政権交代のたびに地方が振り回されることを危惧するわけです。

政権交代は地方主権とセットでなければならないと考えますが、市長の考え方をお聞かせください。


（4）新政権の税制の焦点はガソリン税などの暫定税率を廃止し、直轄事業負担金の廃止などを通じて、道路整備の水準を維持するとしている。また、公共事業の見直し、削減で高速道路の無料化の財源に充てるとする。道路基盤整備や設楽ダム問題は豊橋・東三河の生命線。市長の認識を伺いたい。

　ガソリン税などの暫定税率の廃止（年2.5兆円）、先に論議した直轄事業負担金の廃止などでどのように道路整備の水準を維持し、公共事業の見直し、削減をどのような物差しで行い、高速道路無料化（年1.3兆円）などの財源にされていくのか。注目されるところです。
また国交省は９月３日、「首都圏の水がめ」として群馬県内で進めていた八ツ場（やんば）ダムの本体工事の入札の延期を表明しました。民主党のマニフェストでは川辺川ダムと併せ中止を公約に掲げていたのですから、入札の延期は当然と言えば当然です。今後、どのような展開になるのか。
それがそのまま今年２月５日に、国・県・町が建設に合意し、計画発表から３６年という歳月をかけた万感の調印式が行われ、８月４日には工事用車両のための道路工事が始まっています。９月３日の設楽町議会９月定例会での一般質問に答えて加藤和年町長は「建設工事自体は少し足踏みする可能性もあると思うが、地域振興策や生活再建策は足踏みせず、粛々と進められると思う」と答えられています。

今後、新政権で行われる公共工事の見直し、なかんずく豊橋東バイパス、三遠南信自動車、第二東名高速道などの道路行政や、設楽ダムがどのような方向に動いて行くのか、今後の展開を注視したいと思います。
　

（5）社会保障分野では、市町村単位の国保を都道府県単位に再編し、後期高齢者医療制度と一体化していくという方向。また子育て支援策の目玉政策として「子ども手当」の創設がある。市長の認識を伺いたい。
　豊橋市民の1/4に当たる98,000人、総世帯の1/3に当たる51,000世帯が加入し、300億円余の特別会計で運用されている豊橋市国民健康保険。世帯主の所得種別では所得なしの不申告者が23％、年金所得者が33％を占めています。収入がないか年金だけの加入者が56％を占めている状況は保険制度としては健全とは言い難い。所得状況は200万円以下が67.3％を占めています。今年も一般会計から20億円余を繰り入れ、さる8月上旬には加入者に今年の国保税の通知がなされています。一人当たり調定額は71,379円で前年度より3315円高くなっています。後期高齢者医療制度や政府管掌健康保険が県単位に広域された現在、行き詰まる国民健康保険だけ市町村単位で運営する必要はない。ずるずる現状が続けば、「負担に耐えられない」と無保険者の増加という事態につながりかねない。
新政権の国保を都道府県単位に再編しようとする制度変更の考え方について、昭和38年から実に50年余にわたって国保を運用してきた市長はどのような考え方でおられるのか伺っておきたい。
　新政権の目玉である「子ども手当」、総額で5.3兆円が必要とされ、その財源はといえば明確になっているのは所得税の配偶者控除と扶養控除の廃止による1.4兆円だけで、今後、国の一般会計と特別会計を合計した総予算207兆円を組み替えして捻出されることになります。
3年前の9月、豊橋市議会海外視察団の一員として、フランスの少子化対策を学びました。減り続けていたフランスの出生率は、1994年の1.65を最低に反転し、10年後の2005年には1.94へ回復し、最近では2.05に回復させています。フランスの復活しつつある「子だくさん社会」、その背景には手厚い経済的支援や、働く女性に子どもが負担にならない社会制度、新しい家族観などが複合的に作用していました。
また、その背景には消費税率が最高１９・６％で、所得税の累進税率も日本よりはるかに高い「高負担で高福祉」の国であること。一方で、家族が増えるほど税額が低くなる仕組みも学びました。

帰ってきてから、フランスの手厚い子育て支援策を日本で行うとどれくらいの財源が必要なのかを調べましたが、10兆円は必要ということでした。その数字からみれば「子ども手当」5.3兆円はその半分です。
　これを豊橋市に置き換えた場合「子ども手当」を対象とする年少人口は約57000人、26000円×12ヶ月で総額約177億円余となり、実に一般会計1068億円余の約17％を占めることになります。参考までに、現在の児童手当といえば3歳未満の乳幼児と小学校6年までの児童併せて40,450人に総額32億円余。

　とまれ、政権交代で日本は子育てを社会全体で応援する事に特化していくわけで動向を注視したいと思います。

（6）産業分野での看板政策は農業で掲げている「個別所得補償制度」。農業の集約化、大規模化をめざしてきたこれまでの農政の大転換となる。全国に誇る豊橋農業への影響と今後の展開について伺いたい。　
　食糧自給率の向上、農家の収入アップをめざして水田のフル活用を推進するため、大豆、麦、米粉・飼料用米、飼料作物に添削する生産者に対し、作付け面積に応じて助成金を交付して米以外の作物作りを促すことで水田農業を活性化しようといわゆる「水田フル活用制度」を利用して神野新田でも稲を原料にした家畜の飼料作りの実演会が行われたばかり。
しかし、こうした動きも「個別所得補償制度」が動き出せば減反は現在の割当制から、自由選択に変わる予定。そうなるとこのような交付金による転作誘導が消えるか、大幅に縮小する可能性が高い。
　新政権は農業政策を農家の直接支援に転換することに活路を求めるが、一方でWTO（世界貿易機関）の新多角的貿易交渉（ドーハ・ラウンド）は2010年中の妥結を目指しており、自由化の流れは止められない状況が刻々とせまっている。国際競争力を強化していくためには経営の法人化による規模拡大は不可欠。個別所得補償制度ですべての農家への一律補助で小規模農家を保護する政策を続けながら、規模拡大を促すことができるのかどうか。
あるいはまた答弁にあるように個別所得補償制度は地方の農業構造によっては本市のようにまったく影響がないところもある。狭い日本で、気候も違う、地形も違う、当然に作物も違う、農業従事者の形態も違う・・そうしたなかで国は全国一律の制度変更を繰り返し続けて日本農業を衰退の崖っぷちに追いやってきたのではないかと思えてなりません。
今回の個別所得補償制度でもそれ要する1兆円といわれる費用も、全国一律でなく、地方の農業の実情に応じた使い方ができるような地方分権が、農業の分野こそ必要ではないのかと考える。国際化を避けられない流れの中で、農業をどう強化するのかというポイントは、それぞれの地方の農業現場にあるように思えてなりません。IT農業や農工商連携、バイオ農業など意欲的に取り組む豊橋の農業を「日本一の農業」にしようとをマニフェストに掲げる市長の考えを伺っておきたい。
<<　第3問　>>

豊橋市政は12年にわたって、自民党政権のもとで、社会党の代議士であった早川市長によって運営がなされてきました。佐原市政になって、国政はダイナミックに民主党政権に交代したわけです。
　今後「停滞の豊橋から活力ある豊橋へ変えて見せます」として始まった佐原市政はどのように市政運営をなされ、掲げたマニフェストでの政策項目の実現に取り組んでいかれるのか、改めて伺っておきたい。
また、市長は市長選から衆院選と山本代議士と二人三脚で動いてこられました。多様な価値観で、様々な考えを持つ38万市民の代表である市長が政治的に旗色を明確にされて動かれる事に問題はないと思いますが、そこには必ず、リスクが付きまとうわけです。当然、全国の首長の中にはこうした選挙の時には一線を画すか平等に等距離でとされる首長もおられるわけで、それが「無所属」で立候補して住民の負託を受けたのだから当然という考えもあるわけです。

来年は参院選、再来年は統一地方選、そして次の衆院選と選挙は続きます。今後とも、どのような態度で臨まれるのか確認させていただきたい。
[まとめ]今回の選挙は、新たな時代の入り口にすぎない。政権交代がありうるという緊張感の中で小選挙比例代表並立制という選挙制度の中で政党が競い合うことによって政策の質が高まっていく。そうした政治が日本に根付くかどうか、問われるのは選挙後の政治と国民のありようである。





[まとめ]橋本大阪府知事や東国原宮崎県知事の発言・行動がマスコミで取り上げられ「地方分権」が改めて注目を集めている。このこと自体は歓迎すべきことですが、地方分権とは何か、なぜ必要なのかという大事な部分があいまいなまま、こうした知事たちのパフォーマンスとも思える行動ばかりが目についたのは、いかがかと思います。またその主役であるはずの、主権者である国民・市民を置き去りにした議論が支配的で、そのことにより住民が本来求めている地域再生と地域間の格差是正には焦点が当たらなかったのが残念です。


また４年前、豊橋市で中核市サミットが開かれたときに、「地方行政の展望と中核市の役割」について基調講演された石原信雄氏（地方自治研究機構理事長、元内閣官房副長官）は、講演の中で「平成の大合併を経て、県、市、町村の関係が今後どのような関係になっていくかということである。また、この国の地方自治をより強固なものにするためにも、その重要な役割を中核市市長会が担うべきである。そのためには、行財政権限がセットでなければならないし、行財政能力に見合った地方税制が構築されるべきだ。」との講演が忘れられません。
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